
資料２

　　　黒字・・・自殺予防に向けての政府の総合的な対策について（平成１７年１２月２６日　自殺対策関係省庁連絡会議）

　　　青字・・・自殺総合対策の在り方検討会の第４回までの主な意見

　　　緑字・・・自殺総合対策の在り方検討会の第５回における主な意見

国民の理解の増進 医療提供体制の整備 自殺発生回避のための体制の整備 自殺者の親族に対する支援 人材の確保 民間団体の活動に対する支援 調査研究の推進（実態の解明の推進）

自殺の危険性（リスク）が高いとされるう
つ病等の患者が早期に医療を受けること
ができる体制や、精神科救急体制の整
備を図る。

法的なトラブル解決への道案内が受けら
れる体制を全国に整備する。

自殺遺族に対するケアのあり方等につい
て精神保健研究所等の研究機関を中心
に検討する。

保健所、精神保健福祉センターなどにお
いて、心の健康問題に関する相談事業
を充実する。

各都道府県において自殺問題を担当す
る部署を明確化するとともに、民間団体
とも連携する自殺対策連絡協議会の設
置を促す。

かかりつけ医と精神科医の連携（第１回） 従来から行っている自殺するおそれのあ
る家出人に関する家出人発見活動を継
続して実施する。

分かち合いの会の立ち上げなど、孤立し
てしまっている遺族への支援を進めるこ
とが必要（第３回）

地方自治体の自殺関連の担当者に対し
てうつ・自殺対策のマニュアル、等を配
布し活用を促す。

具体的な自殺の相談に対して適切に対
応するため、関係団体の連絡・調整を担
う自立的・中間的な民間団体の在り方等
の研究を進め、その成果を普及させる。

一般科におけるスクリーニングと健康全
般に関する中間的なカウンセラーによる
カウンセリングを介して精神科医へ繋ぐ
システムを考えてはどうか（第２回）

学校においても自殺者が発生した後の
心のケアは重要（第３回）

自殺予防総合対策センター等で研修事
業を行い、公的機関や、民間団体の相
談員の資質の向上を促す。

既に民間団体が実施している活動をてこ
入れするというやり方は、自殺対策を推
し進めていく上では非常に効率的、効果
的（第５回）

自殺予防における対象、方法などの介入ポイントを明
確化し、地域における自殺率を減少させるための対処
方法の研究を推進する。

うつ病に関する医療、治療は世界的に見
ると遅れており、精神科医と心理士や
ケースワーカーが総合的に関わる体制
など精神科医療の向上が必要（第３回）

理想的な自殺予防教育をすべて直ちに
実施できないにしても、最低でもポストベ
ンションを行うべき（第４回）

地域において、社会福祉協議会、民生委
員、児童委員等の福祉関係者を活用（第
２回）

自殺と関連の強いと言われるうつ病等の精神疾患に
ついて、病態解明や治療法の開発などを推進する。

困ったときに助けを求めることは恥ずか
しいことではなく、どこに相談すればよい
かという情報も伝える（第２回）

様々な場面でうつのスクリーニングを行
い、早めの発見につなげることが重要
（第４回）

インターネット上の違法・有害情報に関し
て、プロバイダ等による自主的措置及び
これを効果的に支援する方策等につい
て検討する。

遺された親族へのケアは重要（第４回） 人権擁護関係者や防犯、防災上の組織
を活用（第２回）

実務本位で対策を実践しつつ、それと平行して調査研
究を行い、その成果を速やかに実務に還元していくこ
とが重要（第１回）

心の病に対する偏見を取り除くことが重
要（第２回）

かかりつけ医の機能を強化することは重
要（第４回）

子どもの自殺が起きた場合、教職員や
近い子どもへのケアを行うため、専門家
チームによる支援が必要（第４回）

かかりつけ医への知識、技術、専門家へ
の橋渡しといった技術的な普及が必要
（第２回）

行政は、それぞれの地域にどういった民
間団体の活動があるということをまず把
握し、そのやる気を存分に発揮できるよ
うな環境を整備することが重要（第５回）

調査研究による的確な情報を社会全体で得ることが
できたら効果的に進められる（第１回）

健康教育や正しい知識の普及が大事
（第２回）

内科医は、患者の体の訴えを正確にとら
えて、身体症状から始まるうつの治療に
つなげていくことが大事（第４回）

支援を受け、学校が正常に復した後、取
り残されていくという形で様々な反応が
出てくるので、それに対する注意が大事
（第４回）

過労自殺の労災認定は厳しい基準を満たしたものだ
け。その他に多くの却下された事件があり、その点検
も必要（第１回）

自殺対策を広く国民に理解してもらうに
は報道機関との連携が必要（第２回）

大都市部は、医療機関が充実している
ので、それを効果的に活用できる可能性
を秘めている（第４回）

旅客の転落防止等のために設置してい
る鉄道駅のホームドア・ホーム柵につい
て、技術上設置可能な箇所について整
備を促進する。

ＮＰＯによる遺族ケアのデータは調査研究に貢献が可
能（第１回）

うつ、認知症等の早期診断手法の研究と医師のスキ
ルの向上が必要（第２回）
生物学的研究、ゲノム研究も行われているところ（第２
回）
自殺予防のための第１段階は実態を正確に把握する
こと（第３回）
警察庁の自殺統計について研究者による分析ができ
るようにすべき（第３回）

住民参加、専門家の積極的な関与は重
要。ハイリスク者への個別指導、キャン
ペーンの実施、メディアとの連携による積
極的な啓発は効果がある（第４回）

平成20年から後期高齢者にふさわしい
医療の制度がスタートするので、その中
に明確に心のケアのメンタルヘルスケア
を位置付けることが重要（第５回）

日本における研究や実態調査への費用が世界的に
見ても極端に少なく、研究や実態調査の重要性を認
識し、世界的なレベルにあわせることが必要（第３回）

うつに対する理解の増加と、地域の自殺
に対する偏見の除去や信頼感の醸成と
いう２つのアプローチをした結果、自殺者
数が減った（第４回）

自殺の背景にある社会的要因を浮き彫りにするため
の調査が必要（第３回）

子どもの自殺予防教育は、それを通じて
教師自身のメンタルヘルスを振り返る重
要な機会であり、教師を対象とした教育
も必要（第４回）

自殺危険地（ハイリスク地）への対策を
実施することが重要（第４回）

実態調査と遺族支援は一体のものとして考えるべき
で、調査が先行すべきではない（第３回）

親にも自殺予防教育をして、何かあった
らすぐに対応できることを示しておくこと
が必要（第４回）

総合病院の中の精神科というものの位
置付けが非常に今弱くなってきている
（第５回）

相談を受けに行く敷居を低くすることは、
地域の相談窓口を充実させていく上でも
重要なポイント（第５回）

従来の統計だけでは明らかにすることが困難であった
実態を明らかにする、自殺に至る複雑な課程を明らか
にするためには心理学的剖検は必須（第５回）

自殺を恥と考えるような偏見を変えるた
めの啓発をしていくことは重要（第４回）

都道府県民運動、国民運動のような啓
発の広がりが一番大事（第４回）

担任などが持っていなければ役立たない
ような大事な通知や資料は、教員数を配
付してほしい（第４回）

自殺対策を効果的に進めるには自殺の実態等もだん
だんと変化してくると予想されるため、実態と施策効果
のモニタリングが不可欠（第５回）

医療、福祉、警察・消防、教育などのあら
ゆる専門職に自殺予防教育を行う（第５
回）

調査研究は自殺対策を効果的にするための情報提供
の必須の手段であり、自殺対策の緊急性から離れた
研究を目的とするものではない（第５回）

「生と死の教育」の実施。一つだけの価
値観に偏らず、それぞれ固有な価値観
によって生き抜いた人たちの人生を学ぶ
機会が幼少期から必要（第５回）

中高年と高齢者の自殺に関しては、精神
科は受診していなくても他科に受診して
いる例が非常に多いため、総合病院や
大学病院の役割が重要（第５回）

遺族の方たちのケアの場を生かして、分かち合いの
場を生かして実態を把握していくという方法が、調査と
遺族支援を両立させていく上でのポイント（第５回）

高齢者にふさわしい医療、メンタルヘル
スケアのアウトプットは、フォローアップ
の体制と、保険診療になじまないものは
政策医療に位置付けるというような基本
的な国の姿勢が重要（第５回）

調査を進めていく過程自体が、遺族ケアが可能になる
ポイントを増やしていくということでもあり、それぞれの
地域での自殺対策に関するネットワークをつくってい
けることでもある（第５回）

実験的に「精神科救急医療チーム」なる
ものを発足させ、こころのケアを含む自
殺危機に介入できる可能性や方法を探
る（第５回）

q 警察は他の専門的研究機関と連携して、あらゆる手
法を用いて自殺事例の調査・研究を実施し、自殺予防
目的のために提供すべき（第５回）

活動内容を冷静に見極めた上で、例え
ば政府の会議の作業部会として民間団
体の活動を位置付けると、公的な活動と
して周囲に見られるため、寄付を集めや
すくなる（第５回）マスコミ各社で検討してガイドライン的な

ものを作り、報道のときには自殺以外の
代替手段を載せるなどの方向にもってい
きたい（第２回）

簡便でスクリーニングに役立つ仕組みを
かかりつけ医に提供する工夫が必要（第
４回）

命の大切さ等の教育面の取組も必要（第
３回）

未遂者に対するケアは重要であり、さまざ
まなレベルでケアは行われるべき（第５
回）

精神障害者や自殺未遂者らを孤立させな
いため、グループホームや自助グループ
など共生の場の設置を促進（第５回）

WHOや諸外国が示している自殺報道の
ガイドライン等の収集・分析を行い、その
成果を広く情報提供する。

「インターネット上の自殺予告事案への
対応に関するガイドライン（平成17年10
月5日電気通信事業者団体において策
定）」を踏まえた適切な措置に努めるとと
もに、普及啓発を推進する。

自殺対策の検討の枠組み

共通・その他

具体的施策の内容

事前対応（プリベンション）
ライフ
ステージ

大都市では保健所単位など、できるところ
から自殺対策を始めて広げていくことが大
事（第４回）

自殺対策を推進するにあたっては、現在
実施している各種の行政施策の中で何が
できるか、検証や検討をすることが必要
（第４回）
地域で働く専門職は生活全体の中でかか
わっているので、自殺問題だけでかかわ
るのではなく、普段からの信頼関係でか
かわっていくべき（第５回）

様々な社会的な問題についての相談機
関のマップを示すべき（第３回）

都市と農山漁村の交流を通じて、農山漁
村地域の住民の生きがい発見と都市部
住民への癒し・安らぎの場を提供するた
め、グリーン・ツーリズムを推進する。

専門医による早い段階での地域、職域で
のメンタルヘルスへの取組への支援が必
要（第２回）

電話相談と医療が連携することにより相
乗的な効果をあげることができる（第３回）

うつ病のハイリスク者へ保健師などが訪
問指導をきちんと行うことは重要（第４回）

地方自治体が独自で対策を進めるに当
たって、地方自治体ごとの特性（年齢
層、性別、産業構造、地域性）に基づい
て適切な対策をとることができるように基
礎データの分析を行い、成功事例等とと
もに情報提供を強化する。

都道府県単位、二次医療圏単位に設置さ
れている生活習慣病の予防のための地
域、職域　保健の連携推進協議会を活用
し、メンタルヘルスケアの地域、職域保健
の連携を推進するとよいのではないか（第
２回）

事後対応（ポストベンション）自殺発生への危機対応（インターベンション）

自殺未遂者に対する支援

民間団体とも連携し、救急病院に搬送さ
れた自殺未遂者が退院後も精神科医や
相談機関によってフォローアップされる体
制の充実を図る。

心の健康保持に係る体制の整備

自殺未遂者が再び自殺をしようとしないた
めの働きかけの方法や、民間支援団体と
の連携方法について研究を強化する。

救急医療の現場で誠実な対応をすると遺
族と信頼関係ができる。自殺の救命救急
の実態とこれからの在り方について研究
することが必要（第３回）

統計調査等から得られたデータを分析するとともに、
予防対策に向けた必要な情報の不備を補完するため
の新たな調査を検討するなど、関係省庁の協力も得
て、自殺の実態や要因の分析を社会的要因も含め多
角的に進める。

共通
救命救急センターの中のかなりの割合
が、メンタルな問題を抱えて未遂に至っ
た例であり、そこでの何らかのかかわり
が本来は必要だが、全国で見ても救命
救急センターに精神科医あるいは臨床
心理士が配置されている病院は限られ
ている（第５回）

現在の医療施策が余りにも医療費の総
合的な枠付けを削減という方向にあっ
て、その総合病院における保険診療、精
神科ベッドというのはほとんど持てない
状況。深刻な問題のため、政策医療とい
う位置付けが非常に重要（第５回）

救命救急センターで、専門の人がきちん
としたアセスメントをして、アフターケアの
方策を立てるべき。その後に地域につな
げたり、家族との関係を調整していくこと
が必要だが、その体制が非常に乏しい
（第５回）

民間団体の活動を地域対策の中にうまく
組み、地域と民間が連携しながら、現場
に近いところにいる民間団体の豊富な経
験や生の情報を地域対策の実践に活用
することが自殺対策を推し進めていく上
で重要（第５回）

資金不足を補うための支援が重要。例え
ば業務委託、事業委託という形で積極的
に民間団体の活動を支援、活動拠点の
確保への支援、人材育成の面で研修会
などを通しての支援（第５回）

連携可能な相談窓口をリスト化して民間
団体に配布すると、民間団体は他機関・
他団体と連携する上でのコスト（負担）を
下げることができ、行政や他の機関との
連携をもっとスムーズに模索することが
できる（第５回）

自殺予防については、電話相談と面接
相談を連携させることによって、より有効
な役割を果たすことができる。両方の機
能が相まって自殺予防に相乗的な効果
をもたらすことができる（第５回）

国立精神・神経センター精神保健研究所
に設置予定の自殺予防総合対策セン
ター（仮称）等を活用し、国民に対する正
しい知識の普及啓発を強化するととも
に、一般向けの自殺に関する情報や行
政担当者等向けの自殺予防対策に関す
る情報の提供を拡充する。

インターネット上にある自殺関連情報等
のサイト閲覧を制限するフィルタリングソ
フトの無償提供や、フィルタリングソフト
普及のための普及啓発セミナーの開催
等を実施する。

新聞協会では、取材のやり方についての
ルール作りへの取組をしているが、報道
の仕方についてのルール作りについて
は、慎重でなければならず報道各社の姿
勢に委ねている（第３回）

精神科や精神疾患などに対する偏見
は、長い時間をかけて変えていかなけれ
ばならないので、そこに至るまでのかか
りつけ医の果たす役割は大きい（第４回）

日本の自殺対策は少子高齢化の進展と社会構造改
革という環境で取り組まれるため、社会的対策と精神
保健を含む保険医療福祉対策の高度の組合せという
ものが必要（第５回）

自殺対策においては研究よりも民間団
体の実践の方が先進的な場合が多いこ
ともあり、警察統計など研究者に対して
公開するものについては、民間団体にも
積極的に情報提供、情報公開してほしい
（第５回）

自殺予防に関してはいつも違う立場の人が協力し合う
ということが大事。違う立場で違う調査やケアを進める
のはいい。互いにフィードバックしながら、よりよい方
向に向けて調査やケアを進めていく。最初はかなりこ
の種の調査には抵抗があるものだが、現場の声を聞
きながら、勧めていく必要がある。実態を明らかにする
調査は不可欠（第５回）

治療者が充実感を持ってこの厳しい臨床
に使命感を持って関われる環境を整え、
また治療者自身のこころのケアが充分で
きるようなシステムの構築が必要（第５
回）



国民の理解の増進 医療提供体制の整備 自殺発生回避のための体制の整備 自殺者の親族に対する支援 人材の確保 民間団体の活動に対する支援 調査研究の推進（実態の解明の推進）
学校において、体験活動を活用するなど
して、児童生徒が命の大切さを実感でき
る教育を推進する。

子どもの心の問題に対応できる医師等
の養成を推進する。

児童を自殺関連サイト等から保護するこ
とを目的として、現在パソコン向けに実
現・普及しているフィルタリング機能をモ
バイル（携帯電話等）向けにも実現する
ための研究開発を推進する。

自殺遺児に対するケアが的確にできるよ
う学校教職員、スクールカウンセラーに
対する研修等を行う。

教育相談を担当する教員の資質向上の
ための研修を行う。

児童生徒の自殺の特徴や傾向などを分析しながら、
自殺予防の取組の在り方について調査研究を行う。

問題が起こっても、死ぬ以外の異なる見
方、異なる解決方法があることを示して
いく教育が大事（第４回）

学校では、家族や本人が自殺し、クラス
や先生は心の傷が癒えないまま取り残さ
れた状態になっていく（第１回）

教職員の知識や対応能力の充実が必要
（第５回）

子どもの自殺について、第三者機関が入り、今までよ
り細かい背景をつかむような実態の把握が必要（第４
回）

「弱音を吐いてもいいんだよ」「話を聞くた
めに待っている人がいる」というメッセー
ジを子どもに伝えることが大事（第４回）

子どもの現状把握を含めた分析や検証が足りないの
ではないか（第４回）

労働者に対するメンタルヘルスについて
の正しい知識の普及を推進するととも
に、相談事業の充実を図る。

職域(産業医、産業保健職)と精神科医等
の専門家との機能的連携（第１回）

失業者に対して早期再就職支援等の各
種雇用対策を推進するとともに、ハロー
ワーク等の窓口においてきめ細かな職
業相談を実施するほか、失業に直面した
際に生ずる心の悩み相談など様々な生
活上の問題に関する相談に対応する。

労災補償を受けられなかった遺族への
何らかの社会保障とケア対策が必要（第
１回）

中小企業には、地域の保健師、産業看
護師、産業カウンセラー等の参加が必要
（第２回）

労働者の自殺について労災認定されたものだけでなく
幅広く調査研究し自殺防止に生かすことが必要（第２
回）

職域においても、管理監督者の風通しの
よい職場づくりへの理解が必要（第１回）

職域のメンタルヘルスケアについて、更
なる産業看護職の働きかけが必要（第１
回）

倒産やリストラ等に伴う経済・生活問題
について、雇用の創出・安定、中高年者
をはじめ失業した場合の早期再就職支
援等の総合的な雇用対策等を推進す
る。

遺族の補償について、業務と全く関係な
いケース以外は労災補償金を支給する
ことを原則に新たな認定基準を作成する
ことが必要（第２回）

産業保健の現場で働く保健師、看護師
について、産業医と同様に小規模事業場
が共同で選任できる制度を創設するな
ど、その活用を推進すべき（第２回）

労災の資料など各省庁が個別に持っている資料につ
いて研究者が分析できるようにすべき（第３回）

事業主団体等の地域の団体を通じて必
要な情報や教育の材料等を広く流すこと
により、当該団体のリーダーシップによる
対応が期待できる（第２回）

健康保険組合も疾病予防の保健指導な
ど、重要な役割を占めている（第２回）

商工会・商工会議所等と連携し、経営の
危機に直面した中小企業を対象とした相
談事業、中小企業の一般的な経営相談
に対応する相談事業を引き続き推進す
る。

労働者の自殺については、社会全体の
補償体系や事後対応の検討が必要（第
２回）

看護職が共同で中小企業の方たちへの
ケアが行えるシステムが必要（第３回）

産業医や健康保険組合でも既に取組が行われてお
り、その実態の把握とさらなる取組への指導も必要
（第３回）

少ない労災事件の影に多くの自殺事件
があることを国民に知らせることが必要
（第２回）

事業存続の可能性がある中小企業が、
一時的な経営環境の悪化等の要因によ
り安易に廃業・倒産に至らないようにする
ための支援を行う。

職場等において自殺が発生した直後に
心のケアをするのは不可欠。それと併せ
て自殺予防についての普及啓発を行うと
よく理解してもらえる（第３回）

産業医と心理士や保健師等のチームケ
アが重要（第３回）

職場においても自殺者が発生した後の
心のケアは重要（第３回）

うつ状態にある高齢者を早期に発見し、
適切な相談等につなげるための体制を
整備する。

介護、福祉の現場で、そういう人たちが
危機に対処できるようなスキルを身につ
けることは重要（第４回）

今後の高齢者については、生まれた世代が変わるこ
とによって、ストレスの受け方が変わってくると予測さ
れ、その実証は今後の課題（第４回）

介護予防事業関係者に対する研修の実
施などにより、自殺予防へつなげるところ
を一層強化することも必要（第４回）

自殺の原因・動機の７割が健康問題だが、その背景
に経済苦のようなものもあるという視点が必要（第４
回）

介護疲れによる自殺については、調査でハイリスク者
を明らかにし、それに対して支援していくことが必要
（第４回）

高齢者

子ども・
青少年

農山漁村における高齢者の生きがい発揮
のため、ハード整備や情報インフラ整備を
行うなど、快適で安心な農業環境・生活環
境づくりを推進する。

商工会・商工会議所等の経営相談窓口を
訪れた中小企業者に対して、その経営相
談にとどまることなく適切な対応が取れる
よう、相談員へのメンタルヘルスについて
の正しい知識の普及を推進する。

農村における高齢者福祉対策を農業協
同組合やその助け合い組織等の協力を
得て推進する。

単身の高齢者が増えてきた場合には、地
域全体、都市全体の中でのサポートを強
化していくことが対策になる（第４回）

職場における産業医、産業保健職の活
用、メンタルヘルスケアの推進（第１回）

子どもの心の健康は、一生にわたるメンタ
ルヘルスの基礎であり、適切な対応が必
要（第４回）

事業場におけるメンタルヘルス対策につ
いての指針を公表し、その普及啓発を図
るとともに、事業場に対する支援を実施す
る等事業場内における対策の充実を推進
する。

50代から60代にかけての自殺死亡率が
最も高いが、退職後の生きがいとの関わ
りもあると考えられるため、在職中から仕
事以外の生きがいづくりへの支援を行うこ
とが必要（第１回）

中高年

スクールカウンセラーや、こどもと親の相
談員の配置などを行い、相談体制の充実
を図る。

企業における経営者の意識をメンタルヘ
ルスに向けるには、産業保健スタッフの情
報提供等が重要（第２回）

経営者がメンタルヘルスに関心を持っても
らう働きかけが大切（第２回）

職域では、経営者の考え方で、メンタルヘ
ルスケアの充実度が異なってくるので、経
営者にその重要度を理解してもらうことが
重要（第１回）

職場における安全衛生委員会においてメ
ンタルヘルス対策についての客観的評価
とその対応を考えていくことが必要（第３
回）

事前対応（プリベンション）

過重な長時間残業の是正と職場や家庭
のストレス要因を取り除くことが必要（第２
回）

子どもたちが学校の中で位置づけられる
ような教育形態を教師と一緒に模索して
いくこと、弱音を吐いてもいいという風土
ができること、話を聞いてくれる人がいる
ことを確認できることが大事（第４回）
学校における自殺発生後の心理的ケアに
対する危機管理マニュアルが必要（第４
回）

自殺対策にも生活習慣病の予防関係の
地域、職域連携の推進協議会を活用す
べき（第３回）

事後対応（ポストベンション）

救急医療の現場からの情報が職場に
フィードバックされて、それが職場の中で
生かされる連携体制が必要（第３回）

未遂に終わったときの子どもへの対応
は、非常に慎重にかかわる必要がある
（第４回）

自殺未遂者について職場復帰へのサ
ポートシステムが必要（第３回）

ライフ
ステージ

介護予防事業は、今後、一層力を入れる
ことが必要（第４回）

都市部では、生涯学習や趣味のサークル
などが、高齢者の生きがい対策につなが
る（第４回）

家族関係の改善への支援、世代間交流
を含めて地域の交流の活動を強化、高齢
者の生きがい対策をすることが重要（第４
回）

近隣の見守り等、地域の地道な活動の中
で、住民の自主的な取組を育てていくこと
が大切（第２回）

学校も職場としてメンタルヘルスの基盤づ
くりが必要（第３回）

違法・有害情報対策に関する情報モラル
教育を推進する。

心の健康保持に係る体制の整備 自殺未遂者に対する支援

共通・その他自殺発生への危機対応（インターベンション）

具体的施策の内容


